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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，ランドスケープ政策に参画する地理学の学問的基盤について，ヨー
ロッパにおける地理学の研究実践を参照しながら明らかにすることである。そのために，①建築・都市計画や造
園学などの工学系分野との協働において，人文社会科学としての地理学が果たすべき積極的役割を問う；②ラン
ドスケープの特性評価や質目標の設定において，市民参加を実質化する方法論を明らかにする；③ランドスケー
プ政策を支える地理思想を明らかにする，という大きく3つの論点を設定した。実施にさいしては，欧州ランド
スケープ条約の政策実践に地理学者が関与したスペインとイタリアの調査を中心に，ランドスケープ政策に関す
る理論的検討で補完した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to elucidate the academic foundation of 
geography in participating in landscape policy, with reference to the research practices of 
geography in Europe. To achieve this, the study addresses three major points: (1) examining the 
proactive role that geography, as a humanities and social science, should play in collaboration with
 engineering fields such as architecture, urban planning, and landscape architecture; (2) 
identifying methodologies to ensure an effective citizen participation in the landscape 
characterisation and the setting of landscape quality objectives; and (3) delving into the 
geographical thought that supports landscape policy. The study involves intensive surveys in Spain 
and Italy, where geographers have been involved in the policy practices of the European Landscape 
Convention, and complements these with theoretical inquiry related to landscape policy.

研究分野： 地理学

キーワード： ランドスケープ　空間政策　地理学　ヨーロッパ　スペイン

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本の地理学界では，地域課題への貢献がしばしば学会のテーマとされ，隣接分野との連携の必要性が主張され
ている。しかし，分析技法の応用や個別課題の実践報告に議論が終始しがちで，他分野から理解される言葉で地
理学の核となる問題関心が示されているとは必ずしもいえない。本研究の大きな特徴は，地理学の本源的関心に
直結するランドスケープ政策を対象化することで，工学系の計画論との対比において，地理学による学問として
のコミットメントを問うところにある。それはまた，多くの古典的作品を資産としつつ，国際的に共有された政
策課題への積極的関与を求めるヨーロッパの地理学に対して，新たな評価を試みることを意味する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 2000 年に欧州評議会が採択した欧州ランドスケープ条約（ELC）によると，「ランドスケープ
は，人々によって知覚されるエリアを意味し，その特性は自然的・人文的要因の作用と相互作用
がもたらした結果である」。いうまでもなく，自然と人間の相互作用は，地理学が古くから探求
してきた本源的テーマである。それが批准国の対応を求める国際条約の中で明確な承認を与え
られたことは，大胆な言い方をするなら，地理学の学問的な関心を政策立案の実践へ結びつける
法制度的な回路が定立されたことを意味する。 
 もとより，ランドスケープの研究は地理学の独壇場ではない。とりわけ日本では，建築・都市
計画や造園学など，デザイン提案に重きを置く工学系分野がランドスケープ研究の主流となっ
ている。しかし，ELC は，建築物の外形・色彩などの表面的な規制ではなく，全地表面を視野に
収め，保護・マネジメント・計画の 3 本柱で構成されるランドスケープ政策を求める。その実行
のために，地理学的な知の投入が威力を発揮することは言を俟たない。実際，ヨーロッパでは，
ELC の起案に始まり，批准国におけるランドスケープ政策の実施に至るまで，地理学専門家の
広範な関与がみられる。 
 上述の状況をふまえて報告者は，ランドスケープ政策に関わるヨーロッパの地理学の取組み
を検証し，日本での研究実践にとって有益な知見を導き出すことが大きな意味をもつと考えて
きた。これは，たんなる制度や事例の調査ではなく，以下のような学問的な課題について考究す
ることに繋がる。第一に，ランドスケープ研究に携わる他の分野，とりわけ建築・都市計画や造
園学などの工学系分野との協働において，人文社会科学としての地理学が果たすべき積極的役
割を問うこと。第二に，ランドスケープの特性評価や目標設定において，市民参加の有効性を高
める方法論を明らかにすること。そして第三に，ランドスケープ政策を支える地理思想を明らか
にすることである。 
 日本の地理学界でも，地域課題への貢献がしばしば学会シンポジウムなどのテーマとされ，隣
接分野との連携の必要性が主張されている。しかし，分析技法の応用や個別課題の実践報告に議
論が終始しがちで，他分野から理解される言葉で地理学の核となる問題関心が示されていると
は必ずしもいえない。本研究の大きな特徴の一つは，地理学の本源的関心に直結するランドスケ
ープ政策を対象化することで，主として工学系の計画論との対比において，地理学による学問と
してのコミットメントを問うところにある。それはまた，多くの古典的作品を資産としつつ，国
際的に共有された政策課題への積極的関与を求めるヨーロッパの地理学に対して，生きた研究
実践を貫く学の思想への着目から新たな評価を試みることを意味する。 
 
２．研究の目的 
 上述の背景をふまえ，本研究では，ランドスケープ政策に参画する地理学の学問的基盤につい
て，ヨーロッパにおける地理学の実践を参照して明らかにすることを目的とした。そのために，
隣り合う学との協働，社会との関係の結び方，それらの土台をなす社会発展に関する思想という，
大きく 3 つの考察の論点を設定した。中心的な調査対象に選んだのは，報告者が長年のフィール
ド調査の蓄積を有するスペインであり，同国のランドスケープ政策に焦点を当てて一定の成果
を出したうえで，イタリアのランドスケープ計画やイギリスのランドスケープ特性評価に関わ
る調査で補完することを計画した。 
 
３．研究の方法 
 スペインでは，ランドスケープ政策を含む空間政策が，原則的に 17 の自治州の権限下に置か
れており，州政権のリーダーシップのもとで，地理学界が政策立案に積極的に関与している事例
が少なくない。そこで本研究では，ヨーロッパの他地域に先駆けて ELC に準拠する州法の整備
を進めたカタルーニャ自治州，そして，ELC の準備作業に地理学者が参加したアンダルシア自
治州を研究対象の中心に据えた。両自治州は，ランドスケープ政策の支援を目的として官学民協
働組織が立ち上げられ，地理学者が中心的な役割を果たしているという点でも共通する。そして，
カタルーニャ自治州と同様，ランドスケープに関する州法を有しながら，官学民連携の仕組みの
構築が進んでいないガリシア自治州を比較対象に加えることを予定した。研究期間は 4 年間と
し，うち最初の 2 年でカタルーニャ自治州とアンダルシア自治州の調査を実施し，比較対象とし
たガリシア自治州の調査は 3 年目に組み込んだ。この 3 年目と最後の 4 年目で，ヨーロッパ的
な視野からスペインのランドスケープ政策に適切な評価を与えるために，目的を絞ってイタリ
アおよびイギリスで調査を行う計画とした。 

スペインの 3 自治州に関する研究は，「研究開始当初の背景」に示した 3 つの基本的な問いに
答えるべく，以下の柱で構成することとした。 

①ランドスケープ政策の方法論：ランドスケープ特性評価に始まり，ランドスケープの質目標
の設定から空間計画への組込みに至るプロセスを基軸とするランドスケープ政策について，
各自治州で構築した方法論を調査・分析する。とくに，地理学が重要な役割を担う特性評価の
考え方と，工学系中心の空間計画へ橋渡しするチームワークの把握に重点を置く。 



②市民参加プロセスへの参与観察：ランドスケープ政策への市民参加について，政策立案過程
のどの段階にいかなる方法で組み込まれているかに焦点を当てて調査・分析する。とくに，ラ
ンドスケープの質目標の設定では市民参加が本質的意味をもつと考えられるので，フィール
ドワークやワークショップへの参与観察を組み込んだ集中的調査を実施する。 
③研究実践の中心人物へのインタビュー：空間政策を所掌する自治州の担当長官，官学民協働
組織の代表などの立場で，ランドスケープ政策の立案に貢献してきた地理学者と面会し，社会
発展にとってのランドスケープ政策の意義とそれを根拠づける地理思想に焦点を当てたイン
タビューを行う。併せて，隣接分野の中心人物を調査範囲に加える。 

 研究方法は，資料調査とフィールド調査の 2 本立てであるが，理論・方法論に関する文献やラ
ンドスケープ政策に関する公開資料の大部分は，インターネットまたは取寄せによる調達が可
能である。このため，各年度の 9 月に 2～3 週間の日程で現地に滞在し，参与観察とインタビュ
ーに重点を置いて調査を行う計画とした。3 自治州とも基本的な調査項目は同じであるが，研究
を通じて，各自治州が進めているランドスケープ政策の方法論を対比的に考察することをめざ
した。そのために，現地研究者の協力を得て，各州におけるランドスケープ政策の方法論の特徴
を掴むために有益な若干の実例を選定し，申請者自らによるフィールド記録と交差させること
で，ランドスケープ特性評価や計画論への組込みプロセスに関する理解を深めることとした。 
 最後に，スペインでの調査の成果を見据え，その意義づけに客観性を与えるために，歴史的建
造環境の修復再生で知られるイタリア，ランドスケープ特性評価の方法論構築で先行事例とさ
れるイギリスについて，各々1 週間～10 日間の日程で目的を絞った現地調査を行う計画を立て
た。両国とも，ランドスケープ政策に関わる知識共有や地理学界の研究交流の面でスペインとの
繋がりが深いため，調査に必要なコンタクトは，スペインのランドスケープ政策に携わる主要人
物を通じて得ることを想定した。 
 
４．研究成果 
 予定していた研究期間の前半にあたる 2018～2019 年度は，スペインのアンダルシア自治州お
よびカタルーニャ自治州を対象として，おおむね計画に掲げた内容の現地調査を行うことがで
きた。しかし，2020 年初めに Covid-19 感染症問題が勃発し，2020～2021 年度の 2 年間は調査
のために海外渡航することが事実上不可能な状況にあった。そこで，承認を受けて研究期間を
2023 年度まで計 2 年間延長するとともに，それによって生じた余剰の時間を活用すべく研究計
画の軌道修正を行った。具体的には，当初想定していたよりも理論的検討に力を入れたこと，ま
た，研究期間の前半で得られた知見をふまえつつ，国内での将来の研究展開を見据えて，木曽三
川輪中地域を新たなフィールドに加えたことである。 
 2022 年度には海外現地調査を再開できたものの，水際対策への対応等のため調査期間を短縮
せざるをえなかった。結果として，スペインで比較対象として取り上げる予定だったガリシア自
治州への渡航を見送り，この年度の調査地をイタリアに限定した。研究内容でもう 1 点見直した
のは，最終年度となった 2023 年度に関して，イギリスに代えてオランダとデンマークを調査地
に設定したことである。当初は，ランドスケープ特性評価の方法論に焦点を当ててイギリスの調
査を行うことを計画していた。しかし，研究を進めるなかで，ELC の締約各国によるランドス
ケープ特性評価の方法論構築が進んだ現在では，日本ですでに一定程度知られているイギリス
の事例に拘泥するよりも，今後の研究の方向性を考えて，理論的な視野を拡げておく方が有意義
と考えた。 
 このように本研究は，Covid-19 感染症問題の多大な影響を受け，海外現地調査の順延を余儀
なくされた。しかし，研究期間の延長は，結果的に，現地調査と理論研究の両面で本研究の射程
を拡大し，今後に向けて新たな展望を得るきっかけとなった。以下では，6 年間の研究から得ら
れた成果について概括する。 
 
（1）アンダルシア自治州（スペイン） 
 1978 年のスペイン憲法（現行憲法）により自治州制を施行したスペインにおいて，ランドス
ケープとの関わりが深い環境，文化，地域計画などの政策領域は，いずれも原則的に全国 17 の
自治州の管轄下に置かれている。国の統一的なランドスケープ法は存在せず，ランドスケープ政
策の展開は制度と実践の両面で自治州ごとに大きく異なっている。アンダルシア自治州は，ラン
ドスケープを中心対象とする州法を定めていないが，基本法にあたる 1981 年のアンダルシア自
治憲章において，ランドスケープおよび歴史的・芸術的遺産の保護と向上を基本目標の一つに掲
げている。また，ELC の起草委員を務めたセビリャ大学の地理学者ソイド（F. Zoido）をはじめ，
ランドスケープ政策に関与する地理学専門家の活動にも特筆すべきものがある。そこで現地調
査では，ソイドを含む地理学専門家への集中的なインタビューを行った。また，環境政策，文化
政策，地域計画の 3 つの行政領域に焦点を当て，政策関係資料と併せて，ランドスケープ政策へ
の寄与に関わる地理学専門家の著作物を詳細に検討した。 
 調査の結果，上にあげた 3 つの政策領域は，ランドスケープの語を説明のために援用してはい
るものの，具体的な政策の立案にあたっては，「環境」「遺産」「地域」など，法制度化が相対的
に容易な別概念に依拠することが多いという実態が浮かび上がった。したがって，調査対象とし
た政策は，すべてがランドスケープ政策だともいえるし，いずれもランドスケープ政策そのもの



ではないという評価も可能である。そもそも，自然と人間の接点に立ち現れ，人びとによって知
覚されるエリアという ELC によるランドスケープの定義をふまえると，ランドスケープの質目
標の実現が環境，社会基盤，文化，教育，産業活動など，多くの分野の同時進行的な関わりをも
って初めて達成できるというのは，ある意味，当然の道理である。そうした多次元的な政策実践
の難しさは，自然科学と人文社会科学，実証主義的アプローチと人文（人間）主義的アプローチ，
分析学と政策学の間で揺れ動き，学問としての認知論的基盤を定義するのが容易でない地理学
の性格とも重なる。とすれば，政策の表看板になりにくいランドスケープへの多面的な関わりは，
まさに，特定の省庁とのパイプに縛られない地理学の特性がいかせる領域というべきではない
か。アンダルシア自治州に関わる研究成果については，政策分析を中心とする日本語論文および
地理学専門家の著作およびインタビューにもとづく英語論文を各 1 点公表した。 
 
（2）カタルーニャ自治州（スペイン） 
 カタルーニャ自治州は，国による ELC の批准を待つことなく，ELC の原則を取り込んだ州法
を早々に制定したことに表れるように，ランドスケープ政策に最も積極的に取り組んできた自
治州の一つである。また，地理学者ヌゲ（J. Nogué）が大きく貢献したランドスケープ観測院
（Observatori del Paisatge）の設置とランドスケープカタログによる特性評価など，ランドスケ
ープ政策の方法論や制度づくりの先進事例として国際的な場で参照されることが多い。そうし
たランドスケープ政策の骨組みに関してはすでに日本語文献も存在することから，本研究では，
後述する理論的検討から得られた知見を投入して，社会運動としてのランドスケープへの権利
要求をカタルーニャ自治州の調査の中心テーマに据えた。ELC 締約各国では，ランドスケープ
の特性評価と質目標の設定に市民参加のプロセスを組み込む工夫がなされているが，市民のラ
ンドスケープづくりへの主体的関わりにおいて，行政中心で整備した参加の仕組みよりも根源
的な意味をもつのは社会運動ではないか。そうした観点から考察を深めるうえで，アソシエーシ
ョンの文化が市民生活に深く根を下ろしているカタルーニャは恰好の事例と考えられた。 
 カタルーニャ自治州の現地調査は，南西部プリウラット郡における風力開発計画に対する異
議申し立て運動を中心に進め，北東部コスタブラバの海岸沿い不動産開発に抵抗する環境運動
の調査で補完した。いずれも，地理学や環境学の専門家が運動主体または支援者として深く関与
した事例である。とくに力点を置いたプリウラットの事例では，利害関心を異にするステークホ
ルダーの存在を前提としつつ，ボトムアップによりランドスケープの防衛へと意識を糾合して
ゆく社会運動の実践が浮き彫りになった。運動は，風力開発反対という課題の周りに結集した主
体が既存の統治の仕組みへのたたかいを挑むことで始まった。しかしやがて，プリウラットのラ
ンドスケープの価値づけを包括的なテーマすることにより，幅広い主体の関心と懸念を集約し，
目標達成のために，自治州や基礎行政体といった行政の力を利用する知恵を獲得してゆく。その
過程では，プリウラットをユネスコ世界遺産条約の文化的ランドスケープに登録するという戦
略的目標が設定された。 
 カタルーニャ自治州から報告者は，ランドスケープをめぐる社会運動の実践で重要なのは，ラ
ンドスケープを市民の共有財ととらえ，ともにその恩恵に与ろうとする営為を通じて，人びとと
地域の関係性が日々更新され，進化してゆくことであるとの基本理解に達した。もう一歩踏み込
むなら，ランドスケープの形成に関わろうとする市民社会の働きについて，社会的な合意形成を
めざした熟議民主主義による公共圏構築として理解することも可能ではないか。そうした問い
を得たことが，カタルーニャ自治州での調査の重要な成果である。下の（4）で言及する経済地
理学大会シンポジウム報告およびそれを下敷きにした学術論文では，ランドスケープへの価値
づけという幅広い考察枠組みの中で，カタルーニャ自治州の事例にもとづく社会運動の分析へ
と議論を展開している。 
 
（3）イタリア 
 イタリアに関しては，報告者の研究蓄積がスペインほどに多くないため，イタリア地理学会
（AGeI）などを通じて，ランドスケープ政策に積極的に関わる研究実践を行っている地理学者
に関する情報を集めた。その結果，ランドスケープ研究に各々の専門の立場から携わっている地
理学専門家は少なくないものの，組織的貢献という意味では，パドヴァ大学とウディネ大学が注
目に値するものと考えられた。このうちパドヴァ大学は，ランドスケープ科学学士コースの立ち
上げに関わる専門教育分野の取組みに関わる事例である。ランドスケープ関係の専門教育の大
部分が技術系の学部によって行われるイタリアにあって，パドヴァ大学の地理学者カスティリ
オーニ（B. Castiglioni）らが 2020 年に立ち上げた上述の学士コースは，工学系計画論とは一線
を画し，地理学を中心に人文系分野の関連分野を束ねることをねらったプログラムである。パド
ヴァ大学では，ランドスケープ研究に携わる教員・大学院生と意見交換する機会を得るとともに，
ELC を拠りどころとするランドスケープ教育の実践について，カスティリオーニから多大な教
示を受けることができた。 

もう一つのウディネ大学では，地理学者パスコリーニ（M. Pascolini）を筆頭とする専門家チ
ームがフリウリ・ヴェネツィア・ジュリア州ランドスケープ計画（PPR-FVG）の立案業務を受
託した実績を有する。PPR-FVG は，イタリアの現行法制下の承認済み州ランドスケープ計画で
は，地理学者中心の専門家チームが組織された唯一の事例である。そこで，計画文書全篇の分析，
ウディネ大学地理学教室への訪問インタビュー，計画立案の経験をもとに編まれた学術書の内



容理解，という 3 つの側面から詳細な調査を行った。その結果，地理学を核とするチームの計画
思想について，文化財保護に傾いたイタリアの法制と全地域を対象とする ELC の間でバランス
確保に腐心しつつ，市民参加のチャネルを最大限確保し，日常的あるいは衰退したランドスケー
プを含めた将来志向のランドスケープづくりを推進する立場であることが明らかになった。ま
た，州ランドスケープ計画という法的枠組みの中で，市民の経験知が蓄積されたローカルレベル
から専門家が得意とするヨーロッパレベルの生態的ネットワーク構築に至るまで，異なる空間
スケールを接合する実践が進められたことも特筆される。総じて，ウディネ大学の事例では，地
理学者を代表とするチームの中に関連分野の専門知を取り込むという，総合の学としての地理
学の長所が発揮されたといえるだろう。PPR-FVG に関わる上述の考察は，学会にて一部報告し
たうえで学術論文として取り纏め，投稿済である。 
 
（4）理論的検討および関連する研究 
 最終年度におけるオランダとデンマークの調査は，Covid-19 感染症問題により海外渡航を順
延した時期にランドスケープ理論に重点を置いて行った研究と密接に関連し合っている。理論
的検討は，ユネスコ世界遺産条約（WHC）と欧州ランドスケープ条約（ELC）という 2 つの国
際条約を手掛かりとし，とりわけ，幅広い公共政策の役割を意識して，法制度の中にランドスケ
ープを位置づける ELC に重きを置いた。具体的には，条約本文と関連公式文書に示されたラン
ドスケープの理解，各条約のもとで進められてきた政策実践，その背景をなす学術の系譜という
大きく 3 つの側面に注目した。得られた知見は，次のように概括される。 
 WHC のもとで導入された文化的ランドスケープの概念は，人間社会の蓄積の中から特定の資
産を抽出し，遺産として価値づける。それに対して ELC は，遍く存在するランドスケープを個
人および社会の福祉の鍵をなす要素とみなし，そこに優劣を付けない考え方を採用している。学
術的背景からみても，歴史地理学との結びつきが強い文化的ランドスケープとは違って，物質の
集合体と人間の知覚という 2 つの側面を包摂する ELC のランドスケープ理解には，各々に関わ
る研究の系譜がある。前者に対応するのは，生活様式（genre de vie）研究，ランドスケープエ
コロジー，環境考古学など，後者の関係では，人文（人間）主義地理学，文化地理学，現象学的
立場からの生活世界（lifeworld）研究などがあげられる。実際，ELC が求める保護・マネジメン
ト・計画の 3 本柱からなるランドスケープ政策において，ランドスケープの質目標を導くための
ランドスケープ特性評価の方法論を参照すると，異なる潮流に属する学術的基礎の上に自然・人
文的要素と人間の知覚・経験の側面を総合しようとする努力を読み取ることができる。 
 理論的検討を深めるなかで浮上したもう一つの議論に，慣習法を共有する人びとの関係性が
縦横に張り巡らされた場所としてランドスケープを理解する，政治的組織体（polity）のランド
スケープ理論がある。その主要な論客にあたるアメリカ合衆国出身の地理学者オルヴィック（K. 
Olwig）は，長年活動してきた北欧の文脈を念頭に，自律性を有する政治的組織体が近代国家建
設の過程でリージョンや県といった国土管理の枠組みに置き換えられたと考える。そして，技術
の力を手にした近代人は，明確に境界づけられた枠組みの中に事象を位置づける，空間としての
ランドスケープ観をわがものにしたという。国土管理的なランドスケープ観を克服し，土地に対
する共同的な関わりを回復すべきとするオルヴィックの議論は，ランドスケープへの権利要求
の意味を理解するために重要である。たとえば，本研究の調査対象とした事例の中で，カタルー
ニャ自治州の風力開発計画への異議申立て運動は，WHC の文化的ランドスケープへの登録とい
う戦略的目標を掲げつつも，根本において共有材としてのランドスケープを擁護する運動とし
て解されるべきものであろう。そうした観点から，最終年度の現地調査では，農業との有機的な
連関を失って衰退したヒースランドの回復に取り組むオランダとデンマークの事例を視察する
とともに，都市社会運動で知られるコペンハーゲンを訪問し，オルヴィックと長時間の意見交換
を行った。報告者が 2024 年度に着手した研究課題「共有資源に関わる市民社会の実践としての
ランドスケープ政策―欧州諸国の実例の検証」に繋がる問題意識が得られたことは，大きな収穫
である。 
 ランドスケープ政策に関する理論的検討の中間総括にあたる内容は，経済地理学会 2021 年度
大会シンポジウム「価値づけの経済地理学」の中で登壇者の一人として提示し，同学会の会誌特
集号に論文として公刊した。日本建築学会 2023 年度大会の研究懇談会「グローカル時代の景観
デザイン」では，さらに視野を拡げて，近代人のランドスケープ観の特質を示し，その限界を克
服する方法を探ることに主眼を置く報告を行った。Covid-19 感染症問題が深刻だった時期に，
ヨーロッパをフィールドとする本研究を補完することをねらって手がけた木曽三川輪中地域の
ランドスケープに関する調査についても，すでに学会報告および学術論文として成果を公表し
ている。 
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